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※子ども ・ 子育て支援新制度ハンド ブッ ク
　 施設・ 事業者向け（ 平成27年7月改訂版） より 抜粋
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１　岡山いきいき子どもプラン2020における目標設置数と実績

＜目標設置数、設置時期の基本的な考え方＞
　・市町村において、施設の移行希望も踏まえて教育・保育の供給体制の確保の内容が設定されていることから、
　  原則、市町村が必要と見込む認定こども園の設置数を県の目標設置数とする。

２　令和３年度までの設置状況
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設置数 計画 設置数 計画 設置数

岡山市 就実こども園 幼稚園型 （学）就実学園 172 H24.4.1

63 86 74

所在地 施設名 類型 定員

岡山県内の認定こども園の設置状況

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度

設置数 計画 予定数 計画計画

認定年月日

県合計 17 32 32 42 49 53 64

岡山市 御津金川認定こども園 幼保連携型 岡山市 150 H27.4.1

岡山市 中山認定こども園 幼保連携型 岡山市 210 H27.4.1

岡山市 灘崎認定こども園 幼保連携型 岡山市 240 H27.4.1

岡山市 太伯認定こども園 幼保連携型 岡山市 150 H27.4.1

岡山市 岡北学園 幼保連携型 （福）岡北福祉会 120 H28.4.1

岡山市 岡南認定こども園 幼保連携型 岡山市 210 H28.4.1

岡山市 認定こども園　白ゆり 幼保連携型 （福）白ゆり会 195 H28.4.1

岡山市 若草幼児舎 幼保連携型 （福）佳日会 255 H28.4.1

岡山市 めぐみ第二幼保連携型認定こども園 幼保連携型 （福）旭東愛児会 45 H28.4.1

岡山市 めぐみ幼保連携型認定こども園 幼保連携型 （福）旭東愛児会 135 H28.4.1

岡山市 御南認定こども園 幼保連携型 （福）橘会 240 H29.4.1

岡山市 建部認定こども園 幼保連携型 岡山市 105 H29.4.1

岡山市 南方岡山中央認定こども園 幼保連携型 岡山市 280 H30.4.1

岡山市 こども園　城東チャイルドセンター 幼保連携型 （福）ちとせ交友会 115 H29.4.1

岡山市 甲浦認定こども園 幼保連携型 岡山市 170 H30.4.1

岡山市 千種認定こども園 幼保連携型 岡山市 150 H30.4.1

岡山市 錦認定こども園 幼保連携型 岡山市 205 H30.4.1

岡山市 興除認定こども園 幼保連携型 岡山市 180 H30.4.1

岡山市 こじかこども園 幼保連携型 （福）宮川福祉会 135 H30.4.1

岡山市 弘西こども園 幼保連携型 （福）なかよし会 135 H30.4.1

岡山市 とみやまこども園 幼保連携型 （福）宮川福祉会 105 H30.4.1

岡山市 ふたばこども園 幼保連携型 （福）宮川福祉会 105 H30.4.1

岡山市 第二吉備こども園 幼保連携型 （福）吉備福祉会 103 H30.4.1

岡山市 第一吉備こども園 幼保連携型 （福）吉備福祉会 153 H30.4.1

岡山市 伊島認定こども園 幼保連携型 岡山市 230 H31.4.1

岡山市 江西桜こども園 幼保連携型 （福）桜会 250 H30.4.1

岡山市 認定こども園白ゆりの丘 幼保連携型 （福）白ゆり会 35 H31.4.1

岡山市
中国学園大学・中国短期大学
附属たねのくにこども園

幼保連携型 （学）中国学園 200 H31.4.1

岡山市 なのはなこども園 幼保連携型 （福)旭水会 105 H31.4.1

岡山市 御南まんまるこども園 幼保連携型 （福)橘会 125 H31.4.1

岡山市 柿の木こども園 幼保連携型 （福)岡北福祉会 120 H31.4.1

岡山市 旭川こども園 幼保連携型 （福)旭水会 159 H31.4.1

岡山市 ちとせ認定こども園 幼保連携型 （福)ちとせ交友会 250 H31.4.1

岡山市 ゆりかご認定こども園 幼保連携型 （福)温交会 168 H31.4.1

岡山市 しいのみ幼稚園 幼稚園型 （学）のぞみ学園 90 H31.4.1

岡山市 カナダこども園 幼保連携型 （福)ちとせ交友会 100 H31.4.1

岡山市 第二ひかり幼稚園 幼稚園型 （学）ひかり学園 309 H31.4.1

岡山市 第一ひかり幼稚園 幼稚園型 （学）ひかり学園 249 H31.4.1

岡山市 鹿田認定こども園 幼保連携型 岡山市 320 R2.4.1

岡山市 今認定こども園 幼保連携型 岡山市 235 R2.4.1

岡山市 旭竜認定こども園 幼保連携型 岡山市 235 R2.4.1

元年度

設置数 目標 予定数 目標 予定数 目標 予定数 目標 予定数 目標 予定数

県合計 111 128 128 136 142 144 150 152 153 164 158

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度元年度 ５年度 ６年度

設置数 計画 設置数 計画 設置数 計画 予定数 計画 計画

県合計 111 128 128 136 143 144 155 152 164

※143+13-1

２年度 ３年度 ４年度
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岡山市 宇野認定こども園 幼保連携型 岡山市 250 R2.4.1

岡山市 高島おひさまこども園 幼保連携型 （学）大森学園 266 R2.4.1

岡山市 グリーン長利こども園 幼保連携型 （福)ちとせ交友会 100 R2.4.1

倉敷市
幼保連携型認定こども園
小ざくら保育園

幼保連携型 （福）クムレ 255 H27.4.1

倉敷市 中洲認定こども園 幼保連携型 倉敷市 240 H27.4.1

倉敷市 しおかぜ認定こども園 保育所型 （福）しおかぜ 95 H27.4.1

倉敷市 くらしき作陽大学附属認定こども園 幼保連携型 （学）作陽学園 135 H27.4.1

倉敷市 乙島東認定こども園 幼保連携型 倉敷市 105 H28.4.1

倉敷市 柳田認定こども園 幼保連携型 倉敷市 150 H28.4.1

倉敷市 認定こども園あさひ幼稚園 幼稚園型 （学）岡本学園 500 H28.4.1

倉敷市 穂井田認定こども園 幼保連携型 倉敷市 56 H28.4.1

倉敷市 琴浦西認定こども園 幼保連携型 倉敷市 180 H29.4.1

倉敷市 三宝認定こども園 保育所型 （福）愛和福祉会 245 H28.4.1

倉敷市 認定こども園海星幼稚園 幼稚園型 （学）淳心学院 270 H30.4.1

倉敷市 かわさきこども園 幼保連携型 （学）川崎学園 114 H30.4.1

倉敷市 認定こども園竹中幼稚園 幼稚園型 （学）竹中学園 135 H31.4.1

倉敷市
幼保連携型認定こども園
めばえ保育園

幼保連携型 （福）愛育福祉会 105 H31.4.1

倉敷市 保育所型認定こども園のぞみ保育園 保育所型 （福）愛育会 105 H31.4.1

倉敷市 認定こども園第二まこと幼稚園 幼稚園型 （学）誠之学園 330 H31.4.1

倉敷市
幼保連携型認定こども園
遍照こども園

幼保連携型 （福）遍照会 175 R2.4.1

倉敷市 第五福田認定こども園 幼保連携型 倉敷市 120 R2.4.1

倉敷市
幼保連携型認定こども園
たから保育園

幼保連携型 （福）たから会 115 R2.4.1

倉敷市 すぎのこ認定こども園 幼保連携型 （福）四ツ葉会 185 R2.4.1

津山市
幼保連携型認定こども園
しらゆり幼稚園

幼保連携型 （学）しらゆり学園 234 H28.3.16

津山市 勝北風の子こども園 幼保連携型 津山市 230 H28.4.1

津山市 院庄さくらこども園 保育所型 （福）院庄さくらこども園 105 H29.4.1

津山市 久米こども園 保育所型 （福）江原恵明会 155 H29.4.1

玉野市 玉認定こども園 保育所型 玉野市 60 H25.4.1

津山市 認定こども園加茂保育園 保育所型 （福）郁々会 110 H31.4.1

玉野市 八浜認定こども園 保育所型 玉野市 100 H28.4.1

玉野市 サンマリン認定こども園 保育所型 玉野市 140 H27.4.1

玉野市 鉾立認定こども園 保育所型 玉野市 20 H31.4.1

玉野市 玉原認定こども園 保育所型 玉野市 120 H30.4.1

笠岡市 笠岡認定こども園 幼保連携型 （福）摩耶会 70 H30.3.14

玉野市 大崎認定こども園 保育所型 玉野市 90 H31.4.1

笠岡市 青空認定こども園 幼保連携型 笠岡市 90 R2.4.1

笠岡市 つばくろ認定こども園 幼保連携型 （福）みたけ会 135 H30.3.14

総社市 きよね認定こども園 幼保連携型 総社市 250 H27.4.1

笠岡市 和光みらい園 幼保連携型 （福）和光園 230 R2.4.1

総社市 いじりの認定こども園 幼保連携型 総社市 250 H31.4.1

岡山市 陵南認定こども園 幼保連携型 岡山市 215 R3.4.1

岡山市 原尾島こども園 幼保連携型 （福）ちとせ交友会 108 R3.4.1

岡山市 古都こども園 幼保連携型 （福）ちとせ交友会 100 R3.4.1

岡山市 第三吉備こども園 幼保連携型 （福）吉備福祉会 123 R3.4.1

岡山市 浮田とちのみこども園 幼保連携型 （福）のぞみ会 120 R3.4.1

岡山市 おおふくこども園 幼保連携型 （福）東光会 135 R3.4.1

岡山市 ポエムこども園ひらつ 幼保連携型 （福）愛あい会 200 R3.4.1

倉敷市 庄認定こども園 幼保連携型 倉敷市 240 R3.4.1

岡山市 つしま幼稚園 幼稚園型 （学）大森学園 366 R3.4.1

倉敷市 かがやき認定こども園 保育所型 （福）愛和福祉会 245 R2.4.1

倉敷市
幼保連携型認定こども園
真備かなりや保育園

幼保連携型 （福）倉敷福徳会 165 R2.4.1

倉敷市 よしうら認定こども園 幼保連携型 （福）祥陽会 120 R3.4.1
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公

公

公

公

公

公

公

公

公

公

公

公

公

公

公

公

公

公

私

公

公

私

公

公

公

公

公

公

公

公

公

公

公

公

公

公

公

公

公

公

私

私

公

私

公

公

公

私

公

計 143施設　　［類型内訳］幼保連携型110、幼稚園型9、保育所型24 ［公私内訳］公立70、私立58

※平成26年度以前に認定を受けた幼保連携型認定こども園については、認定こども園法の改正に伴い、平成
　 27年度から、新制度の幼保連携型認定こども園（認定こども園法に基づく単一の認可）へ移行している。

高梁市 有漢こども園 幼保連携型 高梁市 100 H27.4.1

高梁市 成羽認定こども園 幼保連携型 高梁市 120 H31.4.1

高梁市 川上こども園 幼保連携型 高梁市 120 H27.4.1

新見市 大佐認定こども園 幼保連携型 新見市 60 H21.4.1

新見市 上市認定こども園 幼保連携型 新見市 60 H20.4.1

新見市 神代認定こども園 幼保連携型 新見市 60 H22.5.1

新見市 哲西認定こども園 幼保連携型 新見市 60 H21.4.1

新見市 新見中央認定こども園 幼保連携型 新見市 130 H26.4.1

新見市 熊谷認定こども園 幼保連携型 新見市 60 H25.4.1

備前市 伊里認定こども園 幼保連携型 備前市 162 H22.4.1

新見市 新見南認定こども園 幼保連携型 新見市 70 H29.4.1

備前市 三石認定こども園 幼保連携型 備前市 66 H26.4.1

備前市 片上認定こども園 幼保連携型 備前市 114 H25.4.1

備前市 香登認定こども園 幼保連携型 備前市 90 H30.4.1

備前市 吉永認定こども園 幼保連携型 備前市 167 H29.4.1

備前市 東鶴山認定こども園 幼保連携型 備前市 67 H31.4.1

備前市 伊部認定こども園 幼保連携型 備前市 245 H31.4.1

瀬戸内市 長船ちとせこども園 幼保連携型 （福）ちとせ交友会 100 H31.4.1

備前市 日生認定こども園 幼保連携型 備前市 198 R2.4.1

瀬戸内市 裳掛こども園 保育所型 瀬戸内市 50 R1.6.1

瀬戸内市 今城こども園 保育所型 瀬戸内市 103 R3.4.1

赤磐市 赤坂ひまわりこども園 保育所型 赤磐市 100 H29.10.1

赤磐市 いちょうの森こども園 幼保連携型 （福）岡山こども協会 95 H29.4.1

真庭市 美川こども園 幼保連携型 真庭市 90 H20.4.1

真庭市 落合こども園 幼保連携型 真庭市 180 H19.4.11

真庭市 河内こども園 幼保連携型 真庭市 50 H26.4.1

真庭市 勝山こども園 保育所型 真庭市 180 H24.4.1

真庭市 美甘こども園 保育所型 真庭市 60 H27.4.1

真庭市 八束こども園 保育所型 真庭市 105 H26.4.1

真庭市 川上こども園 保育所型 真庭市 110 H27.4.1

真庭市 湯原こども園 保育所型 真庭市 75 H27.4.1

真庭市 久世こども園 幼保連携型 真庭市 180 H29.9.1

真庭市 天の川こども園 幼保連携型 真庭市 180 H28.4.1

美作市 湯郷こども園 幼保連携型 美作市 252 H30.4.1

真庭市 北房こども園 幼保連携型 真庭市 180 H30.4.1

浅口市 金光学園こども園 幼保連携型 （学）金光学園 125 H28.3.16

浅口市 寄島こども園 幼保連携型 浅口市 142 H28.4.1

浅口市 六条院こども園 幼保連携型 浅口市 165 H29.4.1

浅口市 浅口はちまん認定こども園 幼保連携型 （福）松園福祉会 90 H29.3.16

矢掛町 矢掛認定こども園 幼保連携型 矢掛町 230 R2.4.1

浅口市 聖華こども園 幼保連携型 （福）聖華会 75 H30.3.14

鏡野町 かがみの中央こども園 保育所型 鏡野町 150 H29.4.1

鏡野町 芳野こども園 保育所型 鏡野町 170 H25.4.1

吉備中央町 吉備高原こども園 幼保連携型 吉備中央町 70 H30.4.1

吉備中央町 にこにこふたばこども園 幼保連携型 （福）加茂双葉会 60 H29.4.1

真庭市 木山こども園 保育所型 真庭市 80 R3.4.1

真庭市 米来こども園 幼保連携型 真庭市 50 R3.4.1

美作市 美作北こども園 幼保連携型 美作市 223 R3.4.1

美作市 むさしこども園 幼保連携型 美作市 103 R3.4.1
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３　（１）令和４年度設置予定の認定こども園（県所管施設）

公

私

私

私

私

は、岡山県子ども・子育て会議への意見聴取の対象施設。

３　（２）令和４年度設置予定の認定こども園（岡山市・倉敷市所管施設）

公

公

私

私

私

私

私

私

計 13施設 　　［類型内訳］幼保連携型10、保育所型3 ［公私内訳］公立3、私立10

倉敷市 西田認定こども園 保育所型 （福）向陽会 75
西田保育園

笠岡市 ひまわり認定こども園 幼保連携型 笠岡市 70 富岡幼稚園

所在地 施設名（仮称） 類型 設置主体
定員

（予定）
移行前の施設

笠岡市 太陽の森認定こども園 幼保連携型 （福）和光園 70 太陽の森保育園

笠岡市 金浦認定こども園 幼保連携型 （福）金浦保育園 60 金浦保育園

赤磐市 あすなろこども園 幼保連携型 （福）岡山こども協会 220 あすなろ保育園

笠岡市 まやこども園 幼保連携型 （福）摩耶会 102 まや保育園

岡山市 妹尾認定こども園（仮称） 幼保連携型 岡山市 215
妹尾幼稚園

所在地 施設名（仮称） 類型 設置主体
定員

（予定）
移行前の施設

倉敷市 堀南かなりや認定こども園 保育所型 （福）倉敷福徳会 165
小谷かなりや第二保
育園

倉敷市 小谷かなりや認定こども園 保育所型 （福）倉敷福徳会 245
小谷かなりや保育園

岡山市

岡山市

さくらこども園

第二さくらこども園

幼保連携型

幼保連携型

倉敷市 八幡認定こども園 幼保連携型 （福）松園福祉会 120
八幡保育園

（福）さくら福祉会

（福）さくら福祉会

115

90

さくら保育園

第二さくら保育園

岡山市 庄内認定こども園（仮称） 幼保連携型 岡山市 205
庄内幼稚園
庄内保育園
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幼保連携型認定こども園 認可申請調書

区 分 内 容

１ 名称 金浦認定こども園

２ 所在地 笠岡市金浦１５６５

３ 開設時期 令和４年４月１日

４ 新設／移行 保育所から移行 金浦保育園（H18.3.30認可）

５ 設置者 社会福祉法人 金浦保育園（理事長：木村 和子）

６ 園長予定者 氏 名 木村 和子

３２年 保有資格 保育士資格学校・児童福祉施設勤務歴

幼稚園教諭免許（１種）

備 考 現 金浦保育園園長

７ 定員及び学級 定員６０人（学級数２学級）

計０歳児 １歳児 ２歳児 ３歳児 ４歳児 ５歳児満３歳児

人 ５人 ５人 ５人 １５人１号認定

５人 ８人 ８人 ８人 ８人 ８人 ４５人２号・３号認定

学級 ２学級 ２学級学級数

必要配置数 1.6人 2.6人 人 ２人 ６人

【参考】移行前保育園の状況

収容定員 60 人、在園児数 44 人（R4.1現在）

８ 教職員組織 園長、保育教諭１０名、

調理員２名、

園医、園歯科医、園薬剤師（嘱託）

園児の教育・保育に直接従事する職員 合計１０名

（※常勤換算後８名）

９ 敷地・園庭 敷地面積 ２７０．０６㎡ （無償貸与・賃貸借）

園庭面積 ４４６．１７㎡ （必要面積 ３８６．４㎡）
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区 分 内 容

10 園舎・設備 園舎面積 534.75㎡ （必要面積 370.49㎡）
構造： 鉄筋コンクリート造 ２階建（耐火建築物）

設備面積

必要設備 室数 現有面積 必要面積 適否

乳児室・ほふく室 ２ 64.0 ㎡ 34.65㎡ 適

保育室 ４ 131.0㎡ 適
93.06㎡

遊戯室 １ 77.0㎡ 適

その他の必置設備
■職員室、■保健室、■調理室、■便所、■飲料水用設備、
■手洗用設備、■足洗用設備

11 教育及び保育の 「一人一人を大切に、生きる力の基礎を育む」の理念のもと、
目標（理念） 愛情と信頼に守られ、安定感、安心感をもった生活を保障し、

養護と教育が一体となった適切な教育・保育を行う。

12 教育及び保育を 教育標準時間（１号認定）
行う期間及び時間

教育週数 年間４４週

基本開園日 月曜日～金曜日

長期休業日 ４月 １日～ ４月 ５日
８月 １日～ ８月１７日

１２月２５日～ １月 ５日
３月２５日～ ３月３１日

８時００分～１４時００分教育標準時間利用

預かり保育 教育時間の前後
教育時間前 ７時００分～ ８時００分
教育時間後１４時００分～１８時００分

土曜日
７時００分～１８時００分

長期休業日
７時００分～１８時００分
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区 分 内 容

12 教育及び保育を 保育標準時間、保育短時間（２号・３号認定）

行う期間及び時間

続き 開園日数 年間２９２日【 】

基本開園日 月曜日～土曜日

７時００分～１８時００分基本保育時間

保育標準時間利用

１８時００分～１９時００分延長保育時間

８時３０分～１６時３０分基本保育時間

保育短時間利用

７時００分～ ８時３０分延長保育時間

１６時３０分～１９時００分

13 食事の提供 食事の提供方法

■ 園内で調理する方法

□ 園内で調理する方法（調理業務を外部委託）

□ ３歳以上の給食を園外で調理し、搬入する方法

１号認定の園児への食事の提供

■ 有り

□ 無し

14 子育て支援事業

在園児以外を対象 事業名 事業内容（ ）

育児相談事業 ①地域の子育て家庭の保護者

②随時

③無料

＜事業内容＞

・子どもの養育に関する問題についての

相談に応じ、必要な情報提供、助言等を

行う。
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幼保連携型認定こども園 認可申請調書

区 分 内 容

１ 名称 太陽の森認定こども園

２ 所在地 笠岡市生江浜１０７９－５

３ 開設時期 令和４年４月１日

４ 新設／移行 保育所から移行 太陽の森保育園（H30.3.7認可）

５ 設置者 社会福祉法人 和光園（理事長：山名 照知）

６ 園長予定者 氏 名 山足 千賀子

４１年 保有資格 保育士資格学校・児童福祉施設勤務歴

幼稚園教諭免許（２種）

備 考 現 太陽の森保育園園長

７ 定員及び学級 定員７０人（学級数２学級）

・ 計０歳児 １歳児 ２歳児 ３歳児 ４歳 ５歳児満３歳児

２人 ８人 １０人１号認定

５人 ９人 １０人 １２人 ２４人 ６０人２号・３号認定

学級 １学級 １学級 ２学級学級数

必要配置数 1.6人 3.1人 人 １人 １人 ７人

【参考】移行前保育園の状況

収容定員 60 人、在園児数 56 人（R4.1現在）

８ 教職員組織 園長、副園長、主幹保育教諭１名、保育教諭１３名、

栄養士１名、調理員２名、事務員１名、

園医、園歯科医、園薬剤師（嘱託）

園児の教育・保育に直接従事する職員 合計１４名

（※常勤換算後１３名）

９ 敷地・園庭 敷地面積 ４０３．７㎡ （自己所有）

園庭面積 ３９３．６９㎡ （必要面積 ３９３．０㎡）
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区 分 内 容

10 園舎・設備 園舎面積 403.79㎡ （必要面積 337.75㎡）
構造： 木造 瓦葺平屋建

設備面積

必要設備 室数 現有面積 必要面積 適否

乳児室・ほふく室 ２ 50.7㎡ 37.95㎡ 適

保育室
３ 153.9㎡ 110.88㎡ 適

遊戯室

その他の必置設備
■職員室、■保健室、■調理室、■便所、■飲料水用設備、
■手洗用設備、■足洗用設備

就学前の子どもに関する教育・保育等の総合的な提供の推進に関11 教育及び保育の
する法律に基づいて、心身ともに健やかに育成されるように乳幼児目標（理念）
期の教育・保育を行うとともに、満３歳以上の子どもに対して幼保
連携型認定こども園教育・保育要領に掲げる目標が達成されるよう
に教育・保育を行う。

12 教育及び保育を 教育標準時間（１号認定）
行う期間及び時間

教育週数 年間３９週

基本開園日 月曜日～金曜日

長期休業日 ４月 １日～ ４月 ８日
８月１０日～ ８月２０日

１２月２３日～ １月 ６日
３月２５日～ ３月３１日

８時３０分～１３時３０分教育標準時間利用

預かり保育 教育時間の前後
教育時間前 ７時００分～ ８時３０分
教育時間後１３時３０分～１６時３０分

土曜日
－

長期休業日
－
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区 分 内 容

12 教育及び保育を 保育標準時間、保育短時間（２号・３号認定）

行う期間及び時間

続き 開園日数 年間概ね２９０日【 】

基本開園日 月曜日～土曜日

７時００分～１８時００分基本保育時間

保育標準時間利用

１８時００分～１９時００分延長保育時間

８時３０分～１６時３０分基本保育時間

保育短時間利用

１６時３０分～１９時００分延長保育時間

13 食事の提供 食事の提供方法

■ 園内で調理する方法

□ 園内で調理する方法（調理業務を外部委託）

□ ３歳以上の給食を園外で調理し、搬入する方法

１号認定の園児への食事の提供

■ 有り

□ 無し

14 子育て支援事業

在園児以外を対象 事業名 事業内容（ ）

子育てサロン ①地域の子育て家庭の保護者

②毎週火曜日と金曜日の午前中

③無料

＜事業内容＞

・園内の教室の一室を地域交流室として

開放し 「交流広場」を開設する。、

子育て相談事業 ①地域の子育て家庭の保護者

②毎週金曜日の午後

③無料

＜事業内容＞

・園内の教室の一室を「育児相談室」と

し、育児や子育ての相談に応じる。

・相談の内容によっては、専門機関に繋

いでいく。
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14 子育て支援事業 緊急一時預かり ①地域の子ども

在園児以外を対象 保育 ②月曜日～金曜日（ ）

【 】 （ ）続き ③１日 2,100円 ※給食・おやつ含む

半日 1,000円

＜事業内容＞

・保護者の疾病・冠婚葬祭・急遽の理由

などにより一時的に家庭で保育ができな

くなった場合に、該当の子どもを受け入

れて保育を行う。

養育相談調整事 ①地域の子育て世帯

業 ②月曜日～金曜日

③無料

＜事業内容＞

・子どもの養育について悩みや相談、援

助を希望する場合は、社会福祉協議会や

その他の専門団体・支援団体に繋ぐなど

の連絡調整を行う。

地域団体支援事 ①地域の子どもの養育について援助を行

業 う団体や個人

②月曜日～金曜日

③無料

＜事業内容＞

・地域の子育て支援団体等に対して必要

な情報の提供や助言等を行う。
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幼保連携型認定こども園 認可申請調書

区 分 内 容

１ 名称 まやこども園

２ 所在地 笠岡市笠岡２７８６－２

３ 開設時期 令和４年４月１日

４ 新設／移行 保育所から移行 まや保育園（S48.8.1認可）

５ 設置者 社会福祉法人 摩耶会（理事長：無垢品 巖生）

６ 園長予定者 氏 名 無垢品 政子

４９年 保有資格 保育士資格学校・児童福祉施設勤務歴

幼稚園教諭免許（２種）

備 考 現 まや保育園園長

７ 定員及び学級 定員１０２人（学級数３学級）

計０歳児 １歳児 ２歳児 ３歳児 ４歳児 ５歳児満３歳児

３人 ３人 ３人 ３人 １２人１号認定

８人 １２人 １３人 １８人 １９人 ２０人 ９０人２号・３号認定

学級 １学級 １学級 １学級 ３学級学級数

必要配置数 2.6人 4.1人 人 １人 １人 １人 １０人

【参考】移行前保育園の状況

収容定員 110 人、在園児数 103 人（R4.1現在）

８ 教職員組織 園長、教頭、主幹保育教諭１名、指導保育教諭２名、

保育教諭１５名、助保育教諭２名、栄養士１名、調理員３名、

事務員１名、保育補助等２名、

園医、園歯科医、園薬剤師、園眼科医（嘱託）

園児の教育・保育に直接従事する職員 合計２０名

（※常勤換算後１９名）

． （ ）９ 敷地・園庭 敷地面積 ５７５ ８７㎡ 自己所有・無償貸与・賃貸借

園庭面積 ７５９．７８㎡ （必要面積 ４４２．９㎡）
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区 分 内 容

10 園舎・設備 園舎面積 792.25㎡ （必要面積 498.54㎡）
（ ）構造： 鉄筋コンクリート造一部鉄骨 ３階建 耐火建築物

設備面積

必要設備 室数 現有面積 必要面積 適否

乳児室・ほふく室 ２ 89.8 ㎡ 52.8 ㎡ 適

保育室 ４ 208.58㎡ 適
162.36㎡

遊戯室 １ 84.94㎡ 適

その他の必置設備
■職員室、■保健室、■調理室、■便所、■飲料水用設備、
■手洗用設備、■足洗用設備

【理念】児童福祉法並び教育・保育要領の趣旨に従い、仏教精神を11 教育及び保育の
根幹とする豊かな情操保育を基盤とし、心身ともにすこやかで健全目標（理念）
なる人間形成を目的とした認定こども園の運営をする。
【目標】子どもが現在を最もよく生き、望ましい未来をつくり出す
力の基礎を培う場所であると共に、保護者に対して、認定こども園
の特性や保育教諭の専門性を生かして援助することである。

１ 生命尊重の教育・保育を行う

２ 正しきを見てたえず進む教育・保育を行う

３ よき社会人をつくる教育・保育を行う

12 教育及び保育を 教育標準時間（１号認定）
行う期間及び時間

教育週数 年間４４週

基本開園日 月曜日～金曜日

長期休業日 ４月 １日～ ４月 ５日
７月２０日～ ８月３１日

１２月２７日～ １月 ７日
３月２７日～ ３月３１日

９時００分～１４時００分教育標準時間利用

預かり保育 教育時間の前後
教育時間前 ７時００分～ ９時００分
教育時間後１４時００分～１９時００分

土曜日
７時００分～１８時００分

長期休業日
７時００分～１８時００分
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区 分 内 容

12 教育及び保育を 保育標準時間、保育短時間（２号・３号認定）

行う期間及び時間

続き 開園日数 年間２９１日【 】

基本開園日 月曜日～土曜日

７時００分～１８時００分基本保育時間

保育標準時間利用

１８時００分～１９時００分延長保育時間

８時４５分～１６時４５分基本保育時間

保育短時間利用

７時００分～ ８時４５分延長保育時間

１６時４５分～１９時００分

13 食事の提供 食事の提供方法

■ 園内で調理する方法

□ 園内で調理する方法（調理業務を外部委託）

□ ３歳以上の給食を園外で調理し、搬入する方法

１号認定の園児への食事の提供

■ 有り

□ 無し

14 子育て支援事業

在園児以外を対象 事業名 事業内容（ ）

地域子育て支援 ①地域の子育て家庭の保護者

センター事業（ ②月曜日～土曜日

親子の集いの広 ③無料

場事業、教育・ ＜事業内容＞

保育相談事業な 専任職員を２名配置し、主に支援センタ

ど） ー専用のセンタールームで、次の事業を

実施する。

・子育て親子の交流の場を提供する。

子育てサロン（月・水・金）

園庭、センタールーム開放

・子育てに関する相談に応じる。

電話、ファックスは随時対応。

来園は、主に火曜日９時～１５時。

・絵本やＤＶＤの貸し出しを行うほか、

地域の子育て関連情報の提供をする。

-18-



・子育て及び子育て支援に関する講習会

等を実施する （月１回以上）。

出張保育

乳幼児クラブ（月１回）

ファミリークラブ
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幼保連携型認定こども園 認可申請調書

区 分 内 容

１ 名称 あすなろこども園

２ 所在地 赤磐市桜が丘西３丁目１４－１９

３ 開設時期 令和４年４月１日

４ 新設／移行 保育所から移行 あすなろ保育園（S55.3.31認可）

５ 設置者 社会福祉法人 岡山こども協会（理事長：齊藤 歩）

６ 園長予定者 氏 名 坪井 幸子

３９年 保有資格 保育士資格学校・児童福祉施設勤務歴

幼稚園教諭免許（２種）

備 考 現 あすなろ保育園園長

７ 定員及び学級 定員２２０人（学級数６学級）

計０歳児 １歳児 ２歳児 ３歳児 ４歳児 ５歳児満３歳児

人 ５人 ５人 ５人 １５人１号認定

２０人 ２０人 ３０人 ４５人 ４５人 ４５人 ２０５人２号・３号認定

学級 ２学級 ２学級 ２学級 ６学級学級数

必要配置数 6.6人 8.3人 人 ２人 ２人 ２人 ２１人

【参考】移行前保育園の状況

収容定員 200 人、在園児数 178 人（R4.1現在）

８ 教職員組織 園長、教頭、主幹保育教諭２名、保育教諭２３名、

栄養士２名、調理員４名、事務員１名、看護師１名

保育補助６名、園医、園歯科医、園薬剤師（嘱託）

園児の教育・保育に直接従事する職員 合計２５名

（※常勤換算後２４名）

９ 敷地・園庭 敷地面積 ９６９．４５㎡ （無償貸与）

園庭面積 １，１１４．０㎡ （必要面積 ７３９．０㎡）
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区 分 内 容

10 園舎・設備 園舎面積 1397.69㎡ （必要面積 878.4㎡）
構造： 鉄骨造 ２階建（耐火建築物）

設備面積

必要設備 室数 現有面積 必要面積 適否

乳児室・ほふく室 ２ 157.56㎡ 99.0㎡ 適

保育室 ８ 443.88㎡ 適
356.4㎡

遊戯室 １ 159.38㎡ 適

その他の必置設備
■職員室、■保健室、■調理室、■便所、■飲料水用設備、
■手洗用設備、■足洗用設備

法人設立の趣旨である「児童憲章」を根本の指針とし、児童の最善11 教育及び保育の
の利益が大切にされる社会の実現を希求する。目標（理念）
「児童は、人として尊ばれる 「児童は、社会の一員として重んぜら」
れる 「児童は、よい環境のなかで育てられる」すべてのこどもたち」
が大切にされ、その命が守られ、健やかに育てられる社会を実現す
るために、こどもを輪の中心として、保護者、地域、関係機関との

連携協力を深め、教育・保育、子育て支援事業をすすめていくこと

を目標とする。

＜教育・保育目標＞

一人ひとりのこどもを見つめ、集団生活をとおして

○友だちを大切にし、共に育ち合う子

○生き生きとした元気な子

○自分で考え行動する子 を育てる

12 教育及び保育を 教育標準時間（１号認定）
行う期間及び時間

教育週数 年間４３週

基本開園日 月曜日～金曜日

長期休業日 ７月１８日～ ８月３１日
１２月２５日～ １月 ６日
３月２２日～ ３月３１日

９時００分～１４時００分教育標準時間利用

預かり保育 教育時間の後
教育時間後１４時００分～１８時００分

土曜日 ９時００分～１３時００分
長期休業日 ８時３０分～１７時３０分
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区 分 内 容

12 教育及び保育を 保育標準時間、保育短時間（２号・３号認定）

行う期間及び時間

続き 開園日数 年間２９２日【 】

基本開園日 月曜日～土曜日

７時００分～１８時００分基本保育時間

保育標準時間利用

１８時００分～２０時００分延長保育時間

８時３０分～１６時３０分基本保育時間

保育短時間利用

７時００分～ ８時３０分延長保育時間

１６時３０分～２０時００分

13 食事の提供 食事の提供方法

■ 園内で調理する方法

□ 園内で調理する方法（調理業務を外部委託）

□ ３歳以上の給食を園外で調理し、搬入する方法

１号認定の園児への食事の提供

■ 有り

□ 無し

14 子育て支援事業

在園児以外を対象 事業名 事業内容（ ）

園開放 ①地域の親子（未就園児）

②月曜日～金曜日

③無料

＜事業内容＞

・園内の教室の一室を子育て支援室とし

、 、て開放し 交流の場を提供するとともに

育児相談に応じる。

相談事業 ①地域の子育て家庭の保護者

②随時

③無料

＜事業内容＞

・子どもの養育に関する相談に応じる。

・相談の内容によっては、専門機関に繋
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いでいく。

一時預かり事業 ①地域の子ども

②月曜日～金曜日

③３歳未満児 １日2,500円

３歳以上児 １日1,500円

＜事業内容＞

・保護者の疾病・冠婚葬祭・急遽の理由

などにより一時的に家庭で保育ができな

くなった場合に、該当の子どもを受け入

れて保育を行う。

地域の関係機関 ①地域の子育て家庭

との連絡調整 ②随時

③無料

＜事業内容＞

・援助を希望する保護者に対して、適切

、 、な団体 個人等につながりができるよう

連絡、調整をする。

情報の提供及び ①地域の子育て支援関係団体

助言 ②随時

③無料

＜事業内容＞

・情報交換、資料収集

・関係団体の提供サービスについての情

報共有
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幼保連携型認定こども園の設備及び運営の基準を定める条例の概要（認可基準）

条 規定する項目 概 要

４ 学級編成 （１）満３歳以上の園児については、教育課程に基づく教育を行うた

め、学級を編制する。

（２）１学級の園児の数は、３５人以下を原則とする。

（３）学級は、学年の初めの日の前日において同じ年齢である園児で

編制することを原則とする。

５ 職員の数等 （１）配置が義務である職員

① 園長

② 主幹保育教諭、指導保育教諭又は保育教諭

※保育教諭等の特例

・専任の副園長又は教頭が兼ねることができる。

・学級数の１／３の範囲内で、専任の助保育教諭又は講師

を充てることができる。

③ 調理員

※調理員の特例

・調理業務の全てを委託する場合は、調理員を置かないこ

とができる。

（２）配置が努力義務である職員

① 副園長又は教頭

② 主幹養護教諭、養護教諭又は助養護教諭

③ 事務職員

（３）保育教諭等の配置人数

① 配置基準

園児の年齢区分 配置基準

０歳児 おおむね３人につき１人

１～２歳児 おおむね６人につき１人

３歳児 おおむね２０人につき１人

４～５歳児 おおむね３０人につき１人

② 必要配置人数の算定方法

必要配置人数＝（０歳児の数×１／３）

＋｛ １歳児の数＋２歳児の数）×１／６｝（

＋（３歳児の数×１／２０）

｛（ ） ｝＋ ４歳児の数＋５歳児の数 ×１／３０

※年齢別に、園児数を配置基準で除して小数点第１位まで求

め（小数点第２位以下を切り捨て 、各々の数を合計した）

後に小数点以下を四捨五入する。
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条 規定する項目 概 要

５ 職員の数等 ③ 学級数との関係

続き ３歳以上の園児については、前記①の配置基準により算出し（ ）

た人数が学級数を下回るときは、学級数に相当する数を必要配

置人数とする。

④ 園長が専任でない場合の職員配置

園長が専任でない場合は、上記②の算定方法により算定した

人数に１人を加えた人数を配置する。

６ 職員の知識及び （１）園の職員は、常に自己研さんに励み、必要な知識及び技能の習

技能の向上等 得、維持及び向上に努めなければならない。

（２）園の設置者は、職員の資質の向上のための研修の機会を確保し

なければならない。

（３）職員の研修には、園児の人権の擁護、虐待の防止等に関する事

【岡山県独自規定】項を盛り込まなければならない。

７ 位置等 （１）園の位置は、その運営上適切で、通園の際安全な環境に定めな

ければならない。

（２）園の設備は、指導上、保健衛生上、安全上及び管理上適切なも

のでなければならない。

８ 園舎及び園庭 （１）園には、園舎及び園庭を備えなければならない。

（２）園舎及び園庭は同一の敷地又は隣接する位置に設けることを原

則とする。

（３）園舎の構造

① ２階建以下を原則とする。ただし、特別の事情があるときは

３階建以上とすることができる。

② 乳児室、ほふく室、保育室、遊戯室又は便所は園舎の１階に

設けるものとする。ただし、次の要件を満たすときは、２階以

上に設けることができる。

＜乳児室等を２階以上に設けるための要件＞

階 要 件

２階 一 建築基準法上の耐火建築物
二 避難用の屋外階段その他の条例で定める設

備が一以上設けられている
三 園児の転落事故防止設備が設けられている

３階以上 一 建築基準法上の耐火建築物
二 避難用の屋外階段その他の条例で定める設

備が一以上設けられている
三 園児の転落事故防止設備が設けられている
四 その他条例で定める要件
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条 規定する項目 概 要

８ 園舎及び園庭 （４）園舎の面積

続き 次の①及び②の面積を合計した面積以上とする。（ ）

① 学級数に応じた面積

学級数 面 積

１学級 １８０㎡

２学級以上 ３２０㎡＋１００㎡×（学級の数－２）

② 満３歳未満の園児の数に応じた面積の合計（ア＋イ＋ウ）

ア １．６５㎡×満２歳未満のほふくをしない園児数

イ ３．３㎡×満２歳未満のほふくをする園児数

ウ １．９８㎡×満２歳以上満３歳未満の園児数

（５）園庭の面積

次の①及び②の面積を合計した面積以上とする （①＋②）。

① 次のア及びイの面積のうち大きい方の面積（アorイ）

ア 学級数に応じた面積

学級数 面 積

２学級以下 ３３０㎡＋３０㎡×（学級の数－１）

３学級以上 ４００㎡＋８０㎡×（学級の数－３）

イ 満３歳以上の園児数に応じた面積

３．３㎡×満３歳以上の園児数

② 満２歳以上満３歳未満の園児数に応じた面積

３．３㎡×満２歳以上満３歳未満の園児数

９ 園舎に備えるべ （１）設置が義務である設備

き設備 ① 職員室

② 乳児室又は保育室

③ 保育室

④ 遊戯室

⑤ 保健室

⑥ 調理室

⑦ 便所

⑧ 飲料水用設備、手洗用設備、足洗用設備

（２）設備の特例

① 職員室と保健室及び保育室と遊戯室

特別の事情があるときは、それぞれ兼用することができる。
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条 規定する項目 概 要

９ 園舎に備えるべ ② 調理室（給食の外部搬入を行う場合）

き設備 満３歳以上の園児の給食を、園外で調理し、搬入する方法に

続き より行う場合は、調理室を設けないことができる。（ ）

調理室を設けない場合であっても、最低限の調理を行うため

に必要な加熱、保存等の機能を有する設備を備えなければなら

ない。

③ 調理室（給食を提供する園児数が少ない場合）

園内で調理する方法により給食を提供する園児数が２０人未

満の場合は、調理室を設けないことができる。

調理室を設けない場合であっても、２０人未満の園児に園内

調理による給食の提供を行うために必要な調理設備を備えなけ

ればならない。

（３）面積基準

区分 面 積

乳児室 １．６５㎡×満２歳未満のほふくしない園児数

ほふく室 ３．３㎡×満２歳未満のほふくする園児数

保育室又は １．９８㎡×満２歳以上の園児数
遊戯室

（４）設置が努力義務である設備

① 放送聴取設備

② 映写設備

③ 水遊び場

④ 園児清浄用設備

⑤ 図書室

⑥ 会議室

10 園具及び教具 園には、学級数及び園児数に応じ、教育上及び保育上、保健衛生上

並びに安全上必要な種類及び数の園具及び教具を備えなければならな

い。

11 教育及び保育を （１）毎学年の教育週数は、特別な事情がある場合を除き、３９週以

行う期間及び時 上とする。

間 （２）一日当たりの標準的な教育時間は４時間とし、園児の心身の発

達の程度、季節等に適切に配慮すること。

（３）保育を必要とする園児に対する教育及び保育の時間（満３歳以

上の園児については教育時間を含む ）は、一日につき８時間を。

原則とし、地域における園児の保護者の労働時間その他家庭の状

況等を考慮して園長が定める。
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条 規定する項目 概 要

12 教科 園児の心身の状況によって履修することが困難な教科は、心身の状

況に適合するように課さなければならない。

13 非常災害対策 （１）園は、消火用具、非常口その他非常災害に際して必要な設備を

設けなければならない。

（２）園は、想定される非常災害の種別ごとに、非常災害への対応に

関する具体的な計画を策定し、非常災害時の関係機関へに通報及

び関係者との連絡体制を整備し、それらの内容を定期的に職員に

周知しなければならない。

（３）園は、前記の計画に従い、避難及び消火に係る訓練その他必要

な訓練を、実効性を確保しつつ行わなければならない。

（４）園は、訓練のうち避難及び消火に係る訓練を、毎月１回以上行

【岡山県独自規定】わなければならない。

14 食事 （１）保育を必要とする園児に食事を提供するときは、園内で調理す

る方法により行わなければならない。

（２）献立は、できるだけ変化に富み、園児の健全な発育に必要な栄

養量を含有し、食品の種類及び調理方法について栄養並びに園児

の身体的状況及び嗜好を考慮したものでなければならない。

（３）地域で生産された食材を活用し、季節、行事等に応じたものと

【岡山県独自規定】なるよう努めなければならない。

（４）園は、園児の健康な生活の基本としての正しい食習慣を身につ

ける力の育成に努めなければならない。

15 子育ての支援 園における保護者に対する子育ての支援は、子育てを自ら実践する

力の向上を積極的に支援することを旨として、当該地域において必要

と認められるものを、保護者の要請に応じ適切に提供しうる体制の下

で行い、地域の人材及び社会資源の活用を図るよう努めなければなら

ない。

16 掲示 建物又は敷地の見やすい場所に、当該施設が幼保連携型認定こども

園である旨の掲示をしなければならない。

17 以下、児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例の準用

※「条」欄の数字は、児童福祉施設の設備及び運営に関する条例の条数

４ 条例で定める基 園は、条例で定める基準を超えて、常にその設備及び運営を向上さ

準と幼保連携型 せなければならならず、条例で定める基準を超えて設備を有し、又は

認定こども園 運営をしている園においては、条例で定める基準を理由として、設備

及び運営を低下させてはならない。

-28-



条 規定する項目 概 要

５ 幼保連携型認定 園は、園児の人権に十分配慮し、一人一人の人格を尊重した運営を

こども園の一般 行い、地域社会との交流及び連携を図り、園児の保護者及び地域社会

原則 に対し運営の内容を適切に説明するよう努め、幼保連携型認定こども

園の目的を達成するために必要な設備を設けなければならない。

９ 他の学校又は社 園は、運営上必要と認められる場合は、職員の一部を他の学校又は

会福祉施設の職 社会福祉施設の職員に兼ねることができる。ただし、園児の保育に直

員を兼ねるとき 接従事する職員は兼ねることができない。

の職員の基準

他の学校又は社 園は、運営上必要と認められる場合は、設備の一部を他の学校又は

会福祉施設の設 社会福祉施設等の設備と兼ねることができる。ただし、乳児室、ほふ

備を兼ねるとき く室、保育室、遊戯室又は便所については兼ねることができない。

の設備の基準

10 園児を平等に取 園は、園児の国籍、信条、社会的身分又は入園に要する費用の負担

り扱う原則 の有無によって、差別的な取扱いをしてはならない。

11 虐待等の禁止 園の職員は、身体に外傷が生じ、又は生じるおそれのある暴行を加

、 。えること等 園児の心身に有害な影響を与える行為をしてはならない

、 、12 懲戒に係る権限 園長は 懲戒に関し子どもの福祉のために必要な措置をとるときは

の濫用禁止 身体的苦痛を与え、人格を辱める等その権限を濫用してはならない。

19 秘密保持等 園の職員は、正当な理由がなく、業務上知り得た園児又はその家族

の秘密を漏らしてはならず、園は、職員であった者が、業務上知り得

た園児又はその家族の秘密を漏らすことがないよう、必要な措置を講

じなければならない。

20 苦情への対応 （１）園児又は保護者等からの苦情に迅速かつ適切に対応するため、

苦情受付窓口を設置するなど必要な措置を講じなければならな

い。

（２）県又は市町村からの指導又は助言を受けた場合は、指導又は助

言に従って必要な改善を行わなければならない。

44 設備の基準 乳児室、ほふく室、保育室、遊戯室又は便所を園舎の２階以上に設

ける場合の要件を規定。

45 設備の基準の特 満３歳以上の園児の給食について、園外で調理し、搬入する方法に

例 より行うことができる要件を規定。

49 保護者との連絡 園長は、常に園児の保護者と密接な連絡をとり、教育及び保育の内

、 。容等につき 保護者の理解及び協力を得るよう努めなければならない
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 ○就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（抜粋） 

（定義）  

第２条 １～６略 

７ この法律において「幼保連携型認定こども園」とは、義務教育及びその後の教育の基礎を培

うものとしての満３歳以上の子どもに対する教育並びに保育を必要とする子どもに対する保

育を一体的に行い、これらの子どもの健やかな成長が図られるよう適当な環境を与えて、その

心身の発達を助長するとともに、保護者に対する子育ての支援を行うことを目的として、この

法律の定めるところにより設置される施設をいう。 

８～12略 

 

（教育及び保育の目標）                 

第９条 幼保連携型認定こども園においては、第２条第７項に規定する目的を実現するため、子

どもに対する学校としての教育及び児童福祉施設（児童福祉法第７条第１項に規定する児童福

祉施設をいう。次条第２項において同じ。）としての保育並びにその実施する保護者に対する

子育て支援事業の相互の有機的な連携を図りつつ、次に掲げる目標を達成するよう当該教育及

び当該保育を行うものとする。  

 一 健康、安全で幸福な生活のために必要な基本的な習慣を養い、身体諸機能の調和的発達を

図ること。  

 二 集団生活を通じて、喜んでこれに参加する態度を養うとともに家族や身近な人への信頼感

を深め、自主、自律及び協同の精神並びに規範意識の芽生えを養うこと。  

 三 身近な社会生活、生命及び自然に対する興味を養い、それらに対する正しい理解と態度及

び思考力の芽生えを養うこと。  

 四 日常の会話や、絵本、童話等に親しむことを通じて、言葉の使い方を正しく導くとともに

、相手の話を理解しようとする態度を養うこと。  

 五 音楽、身体による表現、造形等に親しむことを通じて、豊かな感性と表現力の芽生えを養

うこと。  

 六 快適な生活環境の実現及び子どもと保育教諭その他の職員との信頼関係の構築を通じて、

心身の健康の確保及び増進を図ること。  

 

（教育及び保育の内容）  

第10条 幼保連携型認定こども園の教育課程その他の教育及び保育の内容に関する事項は、第２

条第７項に規定する目的及び前条に規定する目標に従い、主務大臣が定める。  

２ 主務大臣が前項の規定により幼保連携型認定こども園の教育課程その他の教育及び保育の

内容に関する事項を定めるに当たっては、幼稚園教育要領及び児童福祉法第45条第２項の規定

に基づき児童福祉施設に関して厚生労働省令で定める基準（同項第３号に規定する保育所にお

ける保育の内容に係る部分に限る。）との整合性の確保並びに小学校（学校教育法第１条に規

定する小学校をいう。）及び義務教育学校（学校教育法第１条に規定する義務教育学校をいう

。）における教育との円滑な接続に配慮しなければならない。  

３  幼保連携型認定こども園の設置者は、第１項の教育及び保育の内容に関する事項を遵守し

なければならない。  

 

（設置者）  

第12条 幼保連携型認定こども園は、国、地方公共団体（公立大学法人を含む。第17条第１項に

おいて同じ。）、学校法人及び社会福祉法人のみが設置することができる。  
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（設備及び運営の基準）  

第13条 都道府県（指定都市等所在施設である幼保連携型認定こども園（都道府県が設置するも

のを除く。）については、当該指定都市等。次項及び第25条において同じ。）は、幼保連携型

認定こども園の設備及び運営について、条例で基準を定めなければならない。この場合におい

て、その基準は、子どもの身体的、精神的及び社会的な発達のために必要な教育及び保育の水

準を確保するものでなければならない。  

２ 都道府県が前項の条例を定めるに当たっては、次に掲げる事項については主務省令で定める

基準に従い定めるものとし、その他の事項については主務省令で定める基準を参酌するものと

する。  

 一 幼保連携型認定こども園における学級の編制並びに幼保連携型認定こども園に配置する

園長、保育教諭その他の職員及びその員数  

 二 幼保連携型認定こども園に係る保育室の床面積その他幼保連携型認定こども園の設備に

関する事項であって、子どもの健全な発達に密接に関連するものとして主務省令で定めるも

の 

 三 幼保連携型認定こども園の運営に関する事項であって、子どもの適切な処遇の確保及び秘

密の保持並びに子どもの健全な発達に密接に関連するものとして主務省令で定めるもの  

３～５略 

 

（設置等の認可）  

第17条 国及び地方公共団体以外の者は、幼保連携型認定こども園を設置しようとするとき、又

はその設置した幼保連携型認定こども園の廃止等を行おうとするときは、都道府県知事（指定

都市等の区域内に所在する幼保連携型認定こども園については、当該指定都市等の長。次項、

第３項、第６項及び第７項並びに次条第１項において同じ。）の認可を受けなければならない

。 

２ 都道府県知事は、前項の設置の認可の申請があったときは、第13条第１項の条例で定める基

準に適合するかどうかを審査するほか、次に掲げる基準によって、その申請を審査しなければ

ならない。  

 一 申請者が、この法律その他国民の福祉若しくは学校教育に関する法律で政令で定めるもの

の規定により罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるま

での者であるとき。  

 二 申請者が、労働に関する法律の規定であって政令で定めるものにより罰金の刑に処せられ

、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者であるとき。  

 三 申請者が、第22条第１項の規定により認可を取り消され、その取消しの日から起算して５

年を経過しない者であるとき。ただし、当該認可の取消しが、幼保連携型認定こども園の認

可の取消しのうち当該認可の取消しの処分の理由となった事実及び当該事実の発生を防止

するための当該幼保連携型認定こども園の設置者による業務管理体制の整備についての取

組の状況その他の当該事実に関して当該幼保連携型認定こども園の設置者が有していた責

任の程度を考慮して、この号本文に規定する認可の取消しに該当しないこととすることが相

当であると認められるものとして主務省令で定めるものに該当する場合を除く。  

 四 申請者が、第22条第１項の規定による認可の取消しの処分に係る行政手続法第15条の規定

による通知があった日から当該処分をする日又は処分をしないことを決定する日までの間

に前項の規定による幼保連携型認定こども園の廃止をした者（当該廃止について相当の理由

がある者を除く。）で、当該幼保連携型認定こども園の廃止の認可の日から起算して５年を

経過しないものであるとき。  
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 五 申請者が、第19条第１項の規定による検査が行われた日から聴聞決定予定日（当該検査の

結果に基づき第22条第１項の規定による認可の取消しの処分に係る聴聞を行うか否かの決

定をすることが見込まれる日として主務省令で定めるところにより都道府県知事が当該申

請者に当該検査が行われた日から10日以内に特定の日を通知した場合における当該特定の

日をいう。）までの間に前項の規定による幼保連携型認定こども園の廃止をした者（当該廃

止について相当の理由がある者を除く。）で、当該幼保連携型認定こども園の廃止の認可の

日から起算して５年を経過しないものであるとき。  

 六 申請者が、認可の申請前５年以内に教育又は保育に関し不正又は著しく不当な行為をした

者であるとき。  

 七 申請者の役員又はその長のうちに次のいずれかに該当する者があるとき。 

  イ 禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの

者 

  ロ 第１号、第２号又は前号に該当する者 

  ハ 第22条第１項の規定により認可を取り消された幼保連携型認定こども園において、当該

取消しの処分に係る行政手続法第15条の規定による通知があった日前60日以内にその幼

保連携型認定こども園の設置者の役員又はその園長であった者で当該取消しの日から起

算して５年を経過しないもの（当該認可の取消しが、幼保連携型認定こども園の認可の取

消しのうち当該認可の取消しの処分の理由となった事実及び当該事実の発生を防止する

ための当該幼保連携型認定こども園の設置者による業務管理体制の整備についての取組

の状況その他の当該事実に関して当該幼保連携型認定こども園の設置者が有していた責

任の程度を考慮して、この号に規定する認可の取消しに該当しないこととすることが相当

であると認められるものとして主務省令で定めるものに該当する場合を除く。） 

  ニ 第４号に規定する期間内に前項の規定により廃止した幼保連携型認定こども園（当該廃

止について相当の理由がある幼保連携型認定こども園を除く。）において、同号の通知の

日前60日以内にその設置者の役員又はその長であった者で当該廃止の認可の日から起算

して５年を経過しないもの 

３ 都道府県知事は、第１項の認可をしようとするときは、あらかじめ、第25条に規定する審議

会その他の合議制の機関の意見を聴かなければならない。  

４ 指定都市等の長は、第１項の認可をしようとするときは、あらかじめ、都道府県知事に協議

しなければならない。  

５ 都道府県知事は、第１項の設置の認可をしようとするときは、主務省令で定めるところによ

り、あらかじめ、当該認可の申請に係る幼保連携型認定こども園を設置しようとする場所を管

轄する市町村の長に協議しなければならない。  

６ 都道府県知事は、第１項及び第２項に基づく審査の結果、その申請が第13条第１項の条例で

定める基準に適合しており、かつ、第２項各号に掲げる基準に該当しないと認めるときは、第

１項の設置の認可をするものとする。ただし、次に掲げる要件のいずれかに該当するとき、そ

の他の都道府県子ども・子育て支援事業支援計画（指定都市等の長が同項の設置の認可を行う

場合にあっては、子ども・子育て支援法第61条第１項の規定により当該指定都市等の長が定め

る市町村子ども・子育て支援事業計画。以下この項において同じ。）の達成に支障を生ずるお

それがある場合として主務省令で定める場合に該当すると認めるときは、第１項の設置の認可

をしないことができる。  

 一 当該申請に係る幼保連携型認定こども園を設置しようとする場所を含む区域（子ども・子

育て支援法第62条第２項第１号の規定により当該都道府県が定める区域（指定都市等の長が

第１項の設置の認可を行う場合にあっては、同法第61条第２項第１号の規定により当該指定

都市等が定める教育・保育提供区域）をいう。以下この項において同じ。）における特定教 
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  育・保育施設の利用定員の総数（子ども・子育て支援法第19条第１項第１号に掲げる小学校

就学前子どもに係るものに限る。）が、都道府県子ども・子育て支援事業支援計画において

定める当該区域の特定教育・保育施設の必要利用定員総数（同号に掲げる小学校就学前子ど

もに係るものに限る。）に既に達しているか、又は当該申請に係る設置認可によってこれを

超えることになると認めるとき。  

 二 当該申請に係る幼保連携型認定こども園を設置しようとする場所を含む区域における特

定教育・保育施設の利用定員の総数（子ども・子育て支援法第19条第１項第２号に掲げる小

学校就学前子どもに係るものに限る。）が、都道府県子ども・子育て支援事業支援計画にお

いて定める当該区域の特定教育・保育施設の必要利用定員総数（同号に掲げる小学校就学前

子どもに係るものに限る。）に既に達しているか、又は当該申請に係る設置の認可によって

これを超えることになると認めるとき。  

 三 当該申請に係る幼保連携型認定こども園を設置しようとする場所を含む区域における特

定教育・保育施設の利用定員の総数（子ども・子育て支援法第19条第１項第３号に掲げる小

学校就学前子どもに係るものに限る。）が、都道府県子ども・子育て支援事業支援計画にお

いて定める当該区域の特定教育・保育施設の必要利用定員総数（同号に掲げる小学校就学前

子どもに係るものに限る。）に既に達しているか、又は当該申請に係る設置の認可によって

これを超えることになると認めるとき。  

７ 略  

 

（都道府県における合議制の機関）  

第25条 第17条第３項、第21条第２項及び第22条第２項の規定によりその権限に属させられた事

項を調査審議するため、都道府県に、条例で幼保連携型認定こども園に関する審議会その他の

合議制の機関を置くものとする。  
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